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要 旨 
 
1. デジタル化やＩＰ化、ブロードバンド化という環境変化によって、情報財のインタフ
ェースや取引のプロトコルが標準化されつつある。それにともなって、これまでのア

ナログ形式の情報財を扱うアナログ・メディア産業とはまったく異なる構造を持った

デジタル・メディア産業が生まれつつあり、将来はメディア産業の主流となると考え

られている。アナログ・メディア産業の組織が情報の伝達路（ネットワーク）の種類

に依存した垂直統合型であったのに対して、多様なデジタル情報を伝えることのでき

るＩＰネットワークを伝達路とするデジタル・メディア産業の組織は水平分離型にな

ると考えるのが自然である。メディア産業の水平分離や上下分離に関する主張は以前

から存在しており、最近は産業界からも競争を促すために水平分離を進める要望が提

出されている。 
2. 競争促進や制度設計の観点からは、デジタル・メディア産業の組織が水平分離型にな
るということは非常に重要である。特に制度設計においては、たとえば、著作権制度

を考える際に、文章、静止画、動画、音声といったコンテンツ（情報の中身）の種類

別に制度を設計するのではなく、従来のコンテンツの種類の違いを超えて、デジタル

情報の特性を生かすことができる統合的な著作権管理制度を設計することが望ましい。

また、ネットワーク・インフラの整備についても、従来の放送法や電気通信事業法の

ようにインフラの種類別に管理するのではなく、電波や電話線、ＣＡＴＶ回線など異

なる種類のインフラを同じ枠組みで管理できるような制度が必要とされている。 
3. 制度設計のためには水平分離型の産業組織を前提に置く必要があるが、そのことは、
必ずしも企業の事業構造も水平に分離しなければならないということではない。競争

政策上の制約もあるが、デジタル・メディア産業において垂直統合型の事業を行なう

か、水平分離型の事業を行なうかというのは、個々の企業が判断すべき問題である。

本稿では、デジタル・メディア産業における事業要素を、①ファシリティ・プロバイ

ダ、②サービス・プロバイダ、③コンテンツ・ディストリビュータ、④コンテンツ・

プロバイダという４つに分解し、それぞれのコスト構造や収益構造を分析した。さら

に、４つの事業要素の組み合わせで考えられる事業パターンが 10 個あることを示し、
その 10個の中で将来有望になると考えられるものを５つ抽出した。現実のＩＳＰ（イ
ンターネット・サービス・プロバイダ）産業の構造と事業内容を分析してみると、今

後主流になるであろうＩＳＰの事業展開はこの５つの中のどれかになることも明らか

にすることができた。 
4. 企業が事業展開を考えるにあたって、垂直統合型を指向するか水平分離型を指向する
かということは、メディア産業だけでなく他の産業でも重要な問題である。本稿にお

いてデジタル・メディア産業の構造を分析するために用いた考え方は、他の産業の産

業組織のあり方や支配的なビジネス・モデルのあり方を検討する際にも効果的である

と考えられる。 

本稿の執筆にあたっては、慶應義塾大学メディア・コミュニケーション研究所の林紘一郎教授に貴重な

助言をいただいた。ここに感謝したい。もちろん、本稿においてありうるすべての誤りは筆者の責任で

ある。また、本稿で意見に相当する部分は筆者の個人的見解を述べたもので、筆者の所属する組織の統

一的見解ではない。 
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１．はじめに 
 

１．１．問題意識と目的 

 

 本稿では、インターネットの普及と広帯域化（ブロードバンド化）といった要因によっ

て、メディア産業がどのように変化しているかというテーマを扱う。そのようなテーマを

取り上げる背景には、二つの問題意識がある。一つは、知識社会や知識経済あるいは情報

社会への移行ということが主張されて久しいが、知識社会における産業組織のあり方を具

体的に検討する際には、知識や情報を商品として扱うメディア産業を分析の対象として選

ぶのがもっとも自然であるといった点である。第二に、インターネットなどの技術進化が

産業に与える影響を考える際に、その影響がもっとも大きいメディア産業の構造変化を分

析することによって、他の産業を分析するためにも効果的な示唆を得られる可能性が大き

いという理由もある。 

 メディア産業は、デジタル化やＩＰ（インターネット・プロトコル）化、ブロードバン

ド化といった情報通信技術の変化にもっとも大きな影響を受ける産業である。図表１のよ

うに、中心となる商品（縦軸）と企業活動（横軸）という基準で産業を分類してみると、

メディア産業は自ら情報財を生産して流通する産業であり、もっとも情報通信技術の変化

から影響を受けやすい。もちろん、中心となる商品がモノである製造業や通常の流通業に

おいても、商品の付加価値はモノから情報へと移行しつつあり、しかも企業活動もデジタ

ル化されつつあり、取引データもインターネットで伝達されるようになっているために、

情報通信技術の変化の影響を受ける。また、金融商品の取引に関する情報を主な商品とす

る金融サービス業が技術変化の影響を受けることは言うまでもない。しかし、もっとも大

きな影響を受けるのはメディア業であり、メディア業を分析の対象とすることによって、

情報通信技術の変化がその他の産業に与えるインパクトを分析する際にも効果的な示唆が

得られる可能性が高いと考えられる。 

 本稿では、まず、知識社会を支えるメディア産業の構造がどのような要因でどのように

図表１ メディア産業の位置付け 
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変わろうとしているのかということを分析し、そのインパクトを明らかにするとともに、

新しい産業においてどのような企業形態が優位性を持つかということを検討し、最後に他

産業への含意を考えてみたい。 

 

１．２．分析の対象と定義 

 

 本稿で扱うメディア産業は、たとえば情報メディア産業と呼ばれることもあり、その他

にも似たような言葉として、「電気通信産業」「情報通信産業」「ＩＴ産業」といった名称が

使われることもある。本論に入る前に、まず、本稿で分析の対象となる産業を定義してお

く。 

 本稿では、「情報財を主要な商品として、その制作および流通にかかわる産業」を「メデ

ィア産業」と定義する。ここで、情報財とは「取引対象となる財として経済的な価値を持

ち、市場でその売買が行なわれる無形あるいは有形の情報」のことである 

 本稿で扱うメディア産業の範囲を明らかにするために、湯川・石丸[2000]を参考にして、

「情報産業」や「ＩＴ産業」といった用語とメディア産業との違いを明らかにしたい。湯

川・石丸は、「情報産業」「ＩＴ産業」「情報メディア産業」を図表２のように分類し、情報

メディア産業を「情報創出・発信産業（コンテンツ型）」、「情報創出・発信産業（オーダー

メイド型）」、「情報伝達・仲介・流通産業」の３つから構成されるとしている。本稿で定義

したメディア産業は、図表２の情報メディア産業と同義である。湯川・石丸によれば、「情

報創出・発信産業（コンテンツ型）」には新聞、出版、放送、映画といった産業が含まれ、

「情報創出・発信産業（オーダーメイド型）」には広告、情報サービスなどが含まれ、「情

報伝達・仲介・流通産業」は印刷・製版・製本、書籍小売、郵便、電気通信といった産業

図表２ 情報メディア産業の位置付け 
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出所：湯川・石丸[2000]
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から構成されている。1995年の産業連関表から推計したその付加価値額は合計で 27兆 9045

億円で GDPの 5.77%を占め、産出額の合計は 48兆 8171億円にのぼる。ちなみに、同時期

の金融・保険業の付加価値額は 29兆 3609億円、算出額は 39 兆 7606 億円であり、付加価

値ベースで比較すれば、メディア産業の規模はほぼ金融・保険業に匹敵する。 

 メディア産業は、さらに図表３のように、商品自体がデジタル形式かアナログ形式か、

商品の流通経路がオンラインかオフラインか、ということによって４つに分けることがで

きる。このうち、本稿のもっとも大きな関心は、図表３の右下に位置付けられるデジタル

な情報財をオンラインで流通させる産業のうち、ＩＰネットワークを流通経路とする産業

が、それ以外のメディア産業の構造とどのように異なるのか、といった問題である。この

産業には、具体的には、インターネットを使って提供されるウェブサイトやメールマガジ

ン、動画などの各種コンテンツの制作と配信、および、ＩＰネットワークを流れるＩＰ電

話などのサービスを提供する産業が含まれる。また、そのようなサービスが提供されるた

めのインフラとなるネットワークを管理・運営する産業もメディア産業に含まれる。オン

ラインでデジタルな情報財を流通させる産業のうち、たとえばＩＰではない独自のプロト

コルをもつＶＡＮ（付加価値通信網）によるデータ伝送やＣＳ（通信衛星）放送などのＩ

Ｐ化されていないデジタル放送については、本稿の直接の分析対象とはしないが、今後、

データ通信はＩＰ化が進み、デジタル放送の一部はＩＰネットワークを通じて提供される

ようになると考える。また、オンライン・デジタル以外のメディア産業は、たとえば書籍

や新聞、音楽ＣＤのように今後も残るものの、その制作過程はほとんどデジタル化されて

いるために、今後はオンライン（ＩＰ）・デジタルの部分が拡大していくと考える。 

 本稿では、便宜上、図表３の右下の一部であるオンライン（ＩＰ）・デジタルのメディア

産業を「デジタル・メディア産業」と呼び、それ以外の部分を「アナログ・メディア産業」

図表３ メディア産業の区分 

*POTS: Plain Old Telephone Service
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と呼ぶことで、その違いを明らかにしたい1。 

 

２．産業組織の違い：アナログ・メディア産業とデジタル・メディア産業 
 

２．１．これまでの議論 

 

 これまでアナログ・メディア産業とデジタル・メディア産業の構造の違いは、「情報と通

信の融合」や「水平分離」といったキーワードで議論されてきた。まず、最初に情報と通

信・放送の融合を論じたのが、林 [1984]であろう。林は、放送（Broadcasting）、通信

（Communication）、コンピュータ（Data Processing）という３つのサービスは、融合してＢ

＆Ｃ＆Ｄとなり、情報と通信の広範な領域を包摂した「インフォミュニケーションの時代」

が来ると予言している。そのときの産業組織のあり方は、図表４にあるように、Ｂ、Ｃ、

Ｄといった個別産業の境界が技術進歩によって曖昧になり、ハード・ソフト・情報といっ

                                                   
1 本稿では、アナログ・メディア産業がなくなり、メディア産業がすべてデジタル・メディア産業へと移
行するとは考えない。いくらデジタル化、ＩＰ化、ブロードバンド化が進んだとしても、たとえば書籍や
新聞といったアナログ・メディアは残るであろう。また、放送についても、アナログ放送をすべてデジタ
ル放送へと移行させる必要性はない。その意味で、現在議論されている国費を使った地上波放送のデジタ
ル化政策には賛成できない。本稿の立場は、デジタル・メディア産業にはアナログ・デジタル産業とはま
ったく異なる産業モデルがあり、しかも、将来的にはアナログ・メディア産業に代わってデジタル・メデ
ィア産業がメディア産業の中心になっていくであろう、という考え方である。 

図表４ Ｂ＆Ｃ＆Ｄのディメンション 

情報処理
情報提供

情報伝達 情報提供

メディアの融合
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（双方向CATV、衛星など）

は第三者の情報

情報処理
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情報伝達 情報提供

メディアの融合

（通信処理）　（同報機能）

共通技術とし
ての電子技術

ハードの共有化
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は第三者の情報
 

出所：林[1984]
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た横軸の機能が、個別産業の枠を越えて横断的な市場を持つものとして考えられている。

そして、林は、従来のような「タテ割り」の規制ではなく、「水平分離」の産業組織に応じ

た規制・競争維持政策が必要であると主張している。 

 また、通信産業において、広帯域通信網（BISDN）という（当時の）新技術のもとで最

適と考えられる産業組織が「上下分離」の体制であることを主張したのが、鬼木[1996]であ

る。鬼木によれば、1995 年当時の電気通信産業組織は、図表５の上側に示されているよう

に、放送事業（左側）、公衆網通信事業（中央）、移動通信事業（右側）というように物理

的ネットワークの違いによって区分される垂直統合型のものであった。しかし、鬼木は、

長期的に望ましい電気通信産業の産業組織は、図表５の下側にあるように、当時の最新技

図表５ 電気通信産業組織 

（拡張）情報サービス産業：放送・ビデオ番組
供給、教育・医療サービス、商業・バンキング
　情報環境（仮想）提供・伝送など
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ATMネットワーク事業：セル伝送・管理
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ス（２点間情報伝送）、交換機サービスなど

競争

競争
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競争、ユーザ
引込線のみは
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（拡張）情報サービス産業：放送・ビデオ番組
供給、教育・医療サービス、商業・バンキング
　情報環境（仮想）提供・伝送など

電気通信サービス事業：ユーザ・アクセス（電
話、テレビ電話、専用コネクション、VPN、イ
ンターネットを含む）、テレビ会議、電子メー
ル・掲示板、映像伝送、CATV、LAN･WANなど

ATMネットワーク事業：セル伝送・管理

通信設備サービス提供事業：物理的回線サービ
ス（２点間情報伝送）、交換機サービスなど

競争

競争

公営あるいは
規制下の独占

競争、ユーザ
引込線のみは
規制下の独占

ﾚﾍﾞﾙ 事　業 市場組織

Ⅱ

ⅠＢ

ⅠＡ

０

ﾚﾍﾞﾙ

Ⅱ

ⅠＢ

ⅠＡ

０

事　業

番組作成

委託放送
事業者

放送事業者
（公共・
　民間）

委託放送
事業者

ＣＡＴＶ
事業者

KDD
NCC
（中継・
　国際系）

NTT DoCoMo
NCC（移動系）

引
込
よ
り
対
線

放送設備・
衛星

移動通信設備
引込同軸
ケーブル

放送用電波
（郵政省）

移動通信用電波
（郵政省）

NTT

第二種事業者

1995年の状態

上下分離、BISDN/FTTHのみ、長期目標

 

出所：鬼木[1996]（原著の表を筆者が再構成した）
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術である BISDNの技術的な階層構造に対応した「上下分離」の構造であると主張している。 

 林[1984]の「水平分離」と鬼木[1996]の「上下分離」は、たとえばコンピュータ関連の情

報産業を対象としているかどうか、BISDN という特定の技術を前提としているかどうか、

といった違いはあるものの、技術進歩によって情報通信産業の産業組織が垂直統合型から

水平分離型（あるいは上下分離型）へと移行していくという意味では大きな共通点を持っ

ている。 

 1990 年代後半になってＩＰにもとづいたネットワークであるインターネットが爆発的に

普及し、林や鬼木が論じてきた産業組織の変化が一気に現実味を帯びるようになってきた。

そして、2000 年以降、わが国のインターネット関連のインフラを充実させるためには情報

通信産業の構造を変えなければならない、といった議論が産業界でも盛んに行なわれるよ

うになった。その代表的なもののひとつが、ＩＴ戦略本部ＩＴ関連規制改革専門調査会が

2001 年に発表した「ＩＴ分野の規制改革の方向性」というレポートである。このレポート

では、「ＩＴを日本経済再生の牽引車とするため」に、図表６に示されているように、「通

信、放送の制度を、事業毎の縦割りの規制体系から機能毎の横割りの競争促進体系に、世

界に先駆けて抜本的に転換し、競争の促進と通信・放送の融合の促進を図るべき」である

と、競争を促すために水平分離が必要であることを主張している。 

 また、総務省が主宰する「情報通信新時代のビジネスモデルと競争環境整備の在り方に

関する研究会」の最終報告書では、電気通信ネットワークは「従来の電話サービスに代表

される『統合型ネットワーク』から、インターネットに代表されるＩＰベースの『分散型

ネットワーク』への転換期にあり」、レイヤーごとの機能分離（アンバンドル化）が進展し

ており、それにあった競争政策が必要であると指摘している。この報告書が扱っているの

は「電気通信事業」であり、「通信と放送の融合」には触れられていないものの、レイヤー

ごとのアンバンドル化とはまさに電気通信事業の水平分離のことを意味している。 

 通信産業や放送産業は、公共的な意味を持ち、しかも自然独占が起こりやすく、特に放

送産業は電波の利用について政府から免許を交付される規制産業であるため、水平分離に

図表６ 事業毎の垂直統合構造からレイヤー毎の水平分離へ 

コンテンツ
／アプリ

プラット
フォーム

ネット
ワーク

コンテンツ／
アプリケーション

プラットフォーム

サービス

インフラ

ネット
ワーク

コンテンツ
／アプリ

プラット
フォーム

ネット
ワーク

通信関係
事業者

放送関係
事業者

【例】
映像、メルマガ

【例】
決済、認証

【例】
ＭＶＮＯ

【例】
卸（一種）事業

コンテンツ
／アプリ

プラット
フォーム

ネット
ワーク

コンテンツ／
アプリケーション

プラットフォーム

サービス

インフラ

ネット
ワーク

コンテンツ
／アプリ

プラット
フォーム

ネット
ワーク

通信関係
事業者

放送関係
事業者

【例】
映像、メルマガ

【例】
決済、認証

【例】
ＭＶＮＯ

【例】
卸（一種）事業

 
出所：ＩＴ戦略会議[2001]
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関する議論の多くは、競争政策や業界規制などの制度論として議論されることが多い。た

とえば、ＩＴ戦略本部のレポートも、総務省の研究会の報告書も、ともに競争問題を重要

な問題として取り上げている。また、水平分離の産業組織にふさわしい法制度を、実際に

「包括メディア法」として法案の下書きまで提案する林[2000]のような研究成果も存在して

いる。 

 このように、メディア産業における競争を促すためには水平分離が必要だということは、

多くの論者が主張している。しかしながら、通信と放送の融合の一方の当事者である放送

業界からは、緊急時に必要な情報を国民に届けることが保証できなくなるといったことを

理由として、「ソフトとハードの分離」（この用語も本質的には「水平分離」と同義である）

に対して批判の意見が出ている。たとえ産業組織が変わったとしても全国民に均一な情報

を届ける方法は存在するであろうし、従来の電話回線や地上波放送などのアナログ・メデ

ィアやＩＰ化されていないデジタル・メディアで「ユニバーサル・サービス」や「あまね

く普及」といったコンセプトが実現されているならば、デジタル・メディアにまでアナロ

グ・メディア産業と同じ構造を持ち込む必然性はない。 

 放送業界が水平分離に反対する背景には、電波の独占的な使用という既得権が奪われる

のではないかといった懸念と同時に、デジタル・メディア産業において成立するビジネス

モデルについて十分な議論が行なわれていないという事情があると考えられる。これまで

のメディア産業論は、ともすれば競争政策論や表現の自由などメディアで伝えられる情報

の中身に関する議論になりがちで、経済学や経営学の視点からの「産業論」としての議論

が少なかったために、ビジネスモデルについて十分な議論が行なわれてこなかった。その

ため、本稿では、新しく生まれるデジタル・メディア産業の構造と、新しいビジネス・モ

デルのあり方（収益構造、コスト構造、分業形態などの変化）について分析し、新たなビ

ジネス・チャンスの可能性を提示すると同時に、現在の通信業や放送業などがデジタル・

メディアの時代に対応していくためにはどのようなシナリオが考えられるかということを

検討することにしたい。 

 

２．２．違いを生み出す要因 

 

 アナログ・メディア産業とデジタル・メディア産業の違いについては、前節で紹介した

ように、「垂直統合から水平分離へ」ということが主張されているが、ここでもういちどそ

の議論を整理しておきたい。 

 図表３の右下のＩＰ化されたオンライン・デジタルなメディア産業（本稿で「デジタル・

メディア産業」と呼ぶ産業）以外のメディア産業の産業組織は、図表７のように示すこと

ができる。ここでは、音声通信（通話）、放送、出版といった産業は、それぞれ電話線、電

波、紙という媒体を基準にして垂直統合型の産業組織をしており、特に音声通信と放送は

許認可・届出事業であり、単独の事業者が２つの事業を兼務することはできなかった。デ

ータ通信については、1980 年代になって電話回線を使ってデータ通信を行なうことが認め



 8

られて事業の壁が低くなったものの、通信事業を行なおうとする企業はすべて政府の認可

が必要である。また、商品を生産するための活動の連鎖や組織の連鎖という視点でみると、

各産業の企業の中では固定的で排他的なインタフェースのもとで強固な連鎖が存在したも

のの、産業間ではほとんど連鎖が存在しなかった。 

 このような状況を変えたのが、情報通信技術の大きな進歩である。ここでは、その技術

変化を①デジタル化、②ＩＰ化、③ブロードバンド化という３つのキーワードで表現し、

それらの技術進歩がメディア産業の構造にどのような影響を与えたかということを明らか

にしたい。その際に、産業組織を決定する重要な要因として、財そのもののインタフェー

スと取引のインタフェースに注目する。 

 財そのもののインタフェースとは、財Ａと財Ｂを部品や材料として、それらから財Ｃを

作り上げるときの財と財の関係を意味している。メディア産業について、たとえば、10 個

の文章と 5 個の写真という財から雑誌という新しい財を作り出す場合を考えてみよう。ア

ナログ・メディアでは、文章は原稿用紙に記載されており、写真はフィルムに記録されて

いる。これらを組み合わせて雑誌を作るためには、紙面のレイアウトを決めて文章や写真

を切り張りし、そのとおりに版下を組んでいくという作業が必要だった。一度原版のレイ

アウトさえ決めてしまえば、それにもとづいて新しい財を大量生産する（雑誌を大量に印

刷する）ということが比較的容易なのは物財と違う情報財の特徴のひとつであるが、それ

でも原版を作るためには膨大な編集作業が必要だった。ところが、文章と写真がデジタル

化され、コンピュータで処理されることによって、紙面レイアウトをデザインするための

編集作業のコストと時間は大幅に削減することができる。デジタル化によって文章と写真

図表７ アナログ・メディア産業の産業モデル 

販売店・
データ回線
管理

電波システム
管理

紙面印刷
配送網管理

顧客管理
集金

著作権管理

課金
顧客管理

番組編成
著作権管理
ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ

紙面編集
著作権管理

課金
顧客管理

電話システム
管理

強
固
・
固
定
的
な
連
鎖

ｿﾌﾄｳｪｱ
データ通信

音声通信 放送 出版

ほとんど連鎖関係なし
（商品、活動、組織）

アナログデジタル

番組制作 記事制作
ソフトウェア
開発

ﾈｯﾄﾜｰｸ
（ｲﾝﾌﾗ）

ｺﾝﾃﾝﾂ

ｺﾝﾃﾝﾂ
（ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ）

ﾈｯﾄﾜｰｸ
（ｻｰﾋﾞｽ）

販売店・
データ回線
管理

電波システム
管理

紙面印刷
配送網管理

顧客管理
集金

著作権管理

課金
顧客管理

番組編成
著作権管理
ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ

紙面編集
著作権管理

課金
顧客管理

電話システム
管理

強
固
・
固
定
的
な
連
鎖

ｿﾌﾄｳｪｱ
データ通信

音声通信 放送 出版

ほとんど連鎖関係なし
（商品、活動、組織）

アナログデジタル

番組制作 記事制作
ソフトウェア
開発

ﾈｯﾄﾜｰｸ
（ｲﾝﾌﾗ）

ｺﾝﾃﾝﾂ

ｺﾝﾃﾝﾂ
（ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ）

ﾈｯﾄﾜｰｸ
（ｻｰﾋﾞｽ）
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をともにコンピュータで一緒に扱うことができるようになったということは、言い換えれ

ば、財のインタフェースが共通化されたということができる。さらに、ウェブサイトでは

文章や写真だけでなく、音楽や動画まで組み合わせて表現を行なうことができる。これも

デジタル化によって財のインタフェースが標準化された結果であるということができる。 

 つぎに、取引のインタフェースとは、たとえば、上述の雑誌の例で言えば、文章の作者

と写真の撮影者、印刷・製本会社、書籍卸、広告主企業などとの取引に関する情報のイン

タフェースを意味する。これがデジタル化されていない場合はすべて伝票で処理する必要

があり、そのためには時間と労力が必要だった。取引のインタフェースがデジタル化され

たとしても、たとえば作者とはパソコン通信、印刷・製本会社とは専用のＥＤＩ（電子デ

ータ交換）、書籍卸とは業界ＶＡＮ（付加価値通信網）――などというようにデータ伝送の

規格（プロトコル）が別々であれば、そのために複数の規格を導入する必要があり、コス

トが高くついた。ところが、多くの情報をＩＰという共通のプロトコルで伝送できるよう

になれば、インターネットに接続するだけで、他のネットワークには接続しなくても取引

業務を行なうことができる。ＩＰを使ったインターネットは企業だけでなく政府機関や消

費者も自由にアクセスできるネットワークであり、ＩＰ化は取引に関わる情報の伝達に関

するインタフェースの標準化であると言える。 

 また、メディア産業の場合は商品が情報財であるために、デジタル化やＩＰ化は財その

ものの流通にも大きな影響を与えている。それまでは、通話は電話会社が管理する電話回

線上で行なわれ、テレビ番組は放送局が管理する電波を通じて提供される――といったよ

うにコンテンツとネットワークが一体化しており、同じコンテンツを異なるネットワーク

で流すためには、財の形式を変換したり、それを流通させるための規格を変えたりするた

めに大きなコストが必要であった。ところが、財そのもののデジタル化とネットワークの

ＩＰ化によって、財の流通経路であるネットワーク（電波や電話回線など）とコンテンツ

の一対一関係が崩壊し、異なる種類のネットワークを通してあらゆるコンテンツを流すこ

とができるようになった。その結果が通信と放送の融合につながることは言うまでもない。 

 ブロードバンド化は、デジタル化やＩＰ化のように財のインタフェースや取引のインタ

フェースを本質的に変化させるものではない。通信と放送の融合についても、音声通話や

データ通信、放送もすべてＩＰネットワークの上で流れるようになるという意味では、Ｉ

Ｐネットワークであるインターネットが普及しだした当初から主張されたことである。し

かし、インターネットが普及しだした当初には現実味がなかった通信と放送の融合が最近

になって現実化してきたのは、従来のインターネットはデータの伝送速度が遅く、膨大な

データ量を必要とする動画コンテンツを個々の利用者の端末まで伝送することが困難であ

ったからである。ところが、ＡＤＳＬ（非対称デジタル加入者線）などの新しい技術の登

場によってブロードバンドは一気に普及し、動画をインターネットで送ることも非現実的

ではなくなってきた。ブロードバンド化は、財のインタフェースや取引のインタフェース

の共通化といった点ではデジタル化やＩＰ化ほど大きなインパクトを持っていないが、情

報財の流通には大きな影響を与えるものであり、メディア産業の構造を大きく変える要因
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の一つになっている。 

 

２．３．デジタル・メディア産業の産業モデル 

 

 それでは、デジタル・メディア産業の産業組織は、具体的にはどのようなものになるで

あろうか。それは、上述した文献でも論じられているように、「水平分離」の構造を持つも

のであるが、ここではそれをさらに詳細に検討したい。 

 デジタル・メディア産業の構造を考えるにあたって、ここでは Lehr [2001]の考え方を参

考にしたい。Lehr は、電話と通信が融合したインターネット産業の構造を図表８のように

４つの要素から構成されるものと表現し、この４つの要素のそれぞれについて市場特性や

コスト構造を分析し、要素間の取引の特徴について分析を加えている。ここでは、アクセ

ス・プロバイダー（ＩＡＰ）とサービス・プロバイダー（ＩＳＰ）は別のものと定義され、

地域回線供給者（ＬＡＴ）と広域回線供給者（ＷＡＴ）も別の要素と定義されているが、

ＩＡＰは規模の経済性を生かせないためのＩＳＰに統合される方向にあり、ＬＡＴとＷＡ

Ｔも市内と遠距離の区別という電話時代の規制がなければ統合されるのが自然だとされて

いる。また、このフレームワークでは物理的なネットワークと接続サービスだけが扱われ

ているが、メディア産業全体を検討するためには、ネットワークでやり取りされるコンテ

ンツまで考える必要がある。 

 そこで、Lehr の分析フレームワークにしたがって、情報の伝達に関する部分に情報を創

造する部分を加えたデジタル・メディア産業の全体的な構造を表すならば、図表９のよう

図表８ A model of Internet Industry Structure 

Internet Access Provider
(IAP)
(retail services, e.g. local 
Access provider)
- sales & marketing,
customer services, billing
- modem pools, servers
- leased acess services
- leased Internet connection

Internet Service Provider
(ISP)
(wholesale services, e.g. 
Internet backbone provider)
- IP routers, gateways
- leased wide area transport
- peering and settlements

Local Facilities Provider
(LAT)
(e.g. local telco)
- locak acess, switching,
and transport facilities

Wide Area Facilities
Provider (WAT)
(e.g. long distance carrier)
- wide area switching, and
transport facilities

Customer

Internet Access Provider
(IAP)
(retail services, e.g. local 
Access provider)
- sales & marketing,
customer services, billing
- modem pools, servers
- leased acess services
- leased Internet connection

Internet Service Provider
(ISP)
(wholesale services, e.g. 
Internet backbone provider)
- IP routers, gateways
- leased wide area transport
- peering and settlements

Local Facilities Provider
(LAT)
(e.g. local telco)
- locak acess, switching,
and transport facilities

Wide Area Facilities
Provider (WAT)
(e.g. long distance carrier)
- wide area switching, and
transport facilities

Customer

 
出所：Lehr [2001]
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になる。ここでは、デジタル・メディア産業は、 

①ファシリティ・プロバイダ（FP） 

②サービス・プロバイダ（SP） 

③コンテンツ・プロバイダ（CP） 

④コンテンツ・ディストリビュータ（CD） 

という４つの構成要素から構成されている。 

 

ファシリティ・プロバイダ 

 まず、ファシリティ・プロバイダとは、ネットワーク・インフラすなわち情報を伝達す

るための物理的な設備を管理する事業者のことである。具体的には、ＮＴＴ東西やＮＴＴ

コミュニケーションズなどの電話回線を管理する第一種通信事業者のほか、無線通信のイ

ンフラを提供するＮＴＴドコモなどの事業者などを含んでいる。また、電力会社などが保

有する光ファイバーを通信用に開放するのであれば、電力会社などもファシリティ・プロ

バイダになる。さらに、イーアクセスやアッカといった、ＮＴＴの局舎にモデムを設置し、

ＮＴＴの回線を借りて加入者にＤＳＬサービスを提供するＤＳＬの回線卸売業者もファシ

リティ・プロバイダに含まれるものと考える。無線については、ＮＴＴドコモなどの携帯

電話会社がファシリティ・プロバイダであるほか、携帯電話と周波数が近いＵＨＦ帯を所

有している放送局もファシリティ・プロバイダであると言える。 

 ファシリティ・プロバイダの事業は初期投資が大きく、しかも大部分の事業は許認可制

であるために、独占や寡占状態になりやすい。実際に、通信や放送などの分野では一部の

図表９ デジタル・メディア産業の産業モデル 
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大企業の寡占状態にある。価格の低下とサービスの向上、技術の革新などを促すためには、

既存のインフラを所有している企業がその施設の一部を他の企業に公開し、それを利用さ

せる条件を明確にすることなどによって競争を促す仕組みが必要である。また、生活に不

可欠なインフラであるため単独で大きな超過利益を上げることは困難である。収入モデル

については、通信の場合はサービス・プロバイダの事業と統合して加入者から通信料を徴

収し、民間放送の場合は時間枠の販売というかたちでコンテンツの広告主から事業を得る

という構造になっている。 

 

サービス・プロバイダ 

 つぎに、サービス・プロバイダとは、情報財の最終顧客に対してネットワークへのアク

セスに関するサービスを提供し、顧客のネットワーク接続時間などを管理して料金を請求

し、徴収する機能を持つ事業者のことである。具体的な事業者のイメージとしては、イン

ターネットのサービス・プロバイダ（ＩＳＰ）や、ＩＰネットワークではないものの、無

線通信のＭＶＮＯ（モバイル・バーチャル・ネットワーク・オペレータ）2などがある。放

送の場合、地上波では放送局がファシリティ・プロバイダとサービス・プロバイダを兼務

していると言えるが、衛星放送では、図表 10のように、スカイパーフェクＴＶなどのプラ

ットフォーム業者が視聴者から料金を徴収する業務を行なっており、ファシリティ・プロ

バイダ（通信衛星を保有する企業）とサービス・プロバイダの分離が実現している。 

 サービス・プロバイダの事業は、設備の大部分はファシリティ・プロバイダのものを利

用すればよいため、比較的小資本でも参入できる。しかし、詳細なアクセス記録など顧客

に付加価値を提供しようとすれば、アクセス記録のための施設や顧客管理のためのシステ

                                                   
2 MVNOとは、携帯電話やＰＨＳといった無線通信のインフラを他社から借り受けて顧客にサービスを提
供している事業者のことで、多数の社員用の携帯電話回線を企業と一括契約して、時間帯別の使用状況

を集計したり、個別社員ごとに通話料の公私区分サービスを提供したり、なんらかの独自サービスを付

加して再販している事業者が多い。ヨーロッパではイギリスの Virginグループが経営する「Virgin Mobile」
など多くのMVNOが存在しており、わが国では法人向けのサービスを提供している日本通信が代表的な
MVNOである。 

図表 10 サービス・プロバイダとしての放送プラットフォーム事業者 

JSAT
・衛星回線を提供

コンテンツ制作

スカイパーフェクＴＶ
・加入者獲得
・課金
・宣伝、マーケティング
・顧客管理

委託放送事業者

委託放送事業者

委託放送事業者

委託放送事業者

プラットフォーム

ネットワーク・インフラ

JSAT
・衛星回線を提供

コンテンツ制作

スカイパーフェクＴＶ
・加入者獲得
・課金
・宣伝、マーケティング
・顧客管理

委託放送事業者

委託放送事業者

委託放送事業者

委託放送事業者

プラットフォーム

ネットワーク・インフラ
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ムが必要になり、それらのシステムは規模の経済性が働きやすく、顧客が多ければ多いほ

ど効率的に運営できるため、最近は大企業に集約される傾向にある。実際に、インターネ

ット・サービス・プロバイダ（ＩＳＰ）については、以前は顧客の近くにアクセス・ポイ

ントを持つ地方の企業が事業を行なうこともあったが、最近では大手ＩＳＰが全国にアク

セス・ポイントを整備しており、アクセス・ポイントだけでは差別化できなくなってきて

いる。サービスの差別化のために、たとえば電子メールのウイルス・チェックなどの付加

価値を提供し、ＴＶコマーシャルなどで消費者へのブランドの浸透を図るためには資本が

必要であり、地方の小企業にとって経営環境は厳しくなってきている。 

 

コンテンツ・プロバイダ 

 コンテンツ・プロバイダとは、ネットワーク上を流通する各種コンテンツを制作・提供

する事業者である。コンテンツ制作事業は、アナログ・メディア産業においては、たとえ

ば新聞や雑誌は購読者からの購読料とスポンサー企業からの宣伝費、民間放送のテレビ番

組はスポンサー企業からの宣伝費といったように収入モデルが確立しているが、ＩＰネッ

トワークでは財の利用者の側に「コンテンツは無料」という意識が強いために、明確な収

入モデルを見出せないでいる。また、たとえ利用者がコンテンツに対して利用料を払う気

になったとしても、インターネットでは 1000 円以下程度の小額決済を行ないにくいこと、

コンテンツがコピーされやすく不正な二次利用を取り締まりにくいことなども、デジタ

ル・コンテンツの市場を拡大させるための障害になっている。確かに、大衆向けに制作さ

れた現在の地上波放送のテレビ番組のようなコンテンツをそのままデジタル化した場合に

は、たとえ広告をつけたとしてもデジタルデータであれば広告部分だけを飛ばして視聴す

ることも可能であるため、収入モデルを確立するためにはしばらく試行錯誤のための時間

が必要であろう。 

 しかし、上述した障害のうち、小額決済についてはサービス・プロバイダ経由でネット

ワーク接続料にコンテンツ代金を上乗せして徴収する方法なども確立されつつあり、コン

テンツのコピー問題についても後述するデジタル著作権管理システムが普及すればある程

度は解決されると考えられる。そのため、現在でも衛星放送などでは行なわれているよう

に、チャネルごとに視聴者から料金を徴収する方法や、ペイパービューのように番組単位

で料金を徴収する方法などを応用すれば、視聴者のターゲットをしぼったコンテンツであ

れば、ＩＰネットワークでコンテンツを配信する場合でも、利用者から直接料金を徴収す

ることも可能になるだろう。そもそもデジタル・メディア産業においてはアナログ・メデ

ィア産業とは違って多様なネットワークを通じて多様なコンテンツを提供することが可能

になるのであるから、大衆向けの均一なコンテンツよりもターゲットをしぼったニッチな

コンテンツの方が向いているということもできる。大衆向けのコンテンツは既存のアナロ

グ・メディア産業に任せ、デジタル・メディア産業が当初はニッチなコンテンツを中心と

するのであれば、収入モデルの問題も比較的容易に解決できる可能性がある。 

 コスト構造からみても、デジタル・メディア産業は細分化されたニッチなコンテンツの
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制作に向いている。デジタル・メディア産業では、コンテンツのデジタル化によって制作

コストが低下し、しかもコンテンツの配信についてもインターネットで世界中に発信でき

るのであるから、低コストで制作可能なニッチなコンテンツを提供する会社が増えるであ

ろう。もちろん、現在の地上波テレビ番組のように多額の制作費が必要な大衆向けのコン

テンツを制作している会社にとっても、ＩＰネットワークは魅力的である。というのは、

課金の方法や著作権管理などの問題を解決することができれば、たとえばアナログ・メデ

ィア産業において映画コンテンツが映画館で上映された後にテレビ番組化やビデオ化によ

って二次的な収入を得ているように、メディアを変えることで新たな収益源を確保するこ

とができるからである。しかも、メディア変換のためのコストはほとんど必要ない。した

がって、デジタル・メディア産業のコンテンツ・プロバイダは、ニッチなコンテンツを制

作するデジタル・コンテンツ専用の多数の企業と、アナログ・メディア向けに制作した大

衆向けのコンテンツをＩＰネットワークでも流通させようとする少数の大企業とによって

構成されると考えることができる。そのことは動画コンテンツだけでなく雑誌などのテキ

ストや静止画を主体としたコンテンツでも同じことで、デジタル・メディア産業において

は、たとえば個人でも発行できるメール・マガジンなど非常にニッチなコンテンツが登場

すると同時に、アナログ・メディアである新聞や雑誌を制作している会社が新たなチャネ

ルの一つとしてＩＰネットワークを活用するという混合的な形態が支配的になると考えら

れる。 

 

コンテンツ・ディストリビュータ 

 最後のコンテンツ・ディストリビュータとは、ＩＰネットワークを通じてデジタル・コ

ンテンツを利用者に配信するために必要な各種の処理を行なう事業者である。その機能の

一つは、コンテンツごとに定められた方法に従って著作権保護処理を行ない、コンテンツ

を配信可能な状態にする著作権管理である。アナログ・メディアの場合は、財をコピーす

れば劣化し、コピーのための特殊な装置やコストのかかる流通経路が必要であるため、大

量に財をコピーして流通させることが困難であった。そのため、著作権管理は集中的に行

なえばよいのであり、それほど大きな問題にはならなかった。しかし、デジタル・メディ

アでは、コンテンツはパソコンで容易にコピー可能であり、インターネットでほとんどコ

ストをかけずに世界中に流通させることができるために、コンテンツの著作権を守り、不

正な二次使用を制限するための処理が非常に重要になる。 

 コンテンツ・プロバイダの第二の機能はコンテンツ配信である。ＩＰネットワークでは、

データはパケットと呼ばれる小さな単位に分解されて伝送され、原則としてその伝送経路

を送信者がコントロールすることは不可能であり、しかも、インターネットはベスト・エ

フォート型のネットワークであるため、動画のような大量のデータを流すためには特殊な

技術が必要になる。また、電子メールのようにデータ量の小さい文章主体のコンテンツで

あっても、特定の個人に向けて送信するのであれば特殊な技術は必要ないが、メール・マ

ガジンのように多数の個人に向けてコンテンツを配信するためには、送信先管理やメール
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を送信するサーバーの負荷分散などといった特別な機能が必要になる。 

 コンテンツ・ディストリビュータの事業も、サービス・プロバイダの機能がファシリテ

ィ・プロバイダの業務に内部化されていたように、アナログ・メディア産業ではコンテン

ツ・プロバイダが内部業務として行なっていたものが、デジタル・メディア産業では分離

（アンバンドル）され、独立した一個の事業として成立しえる。アナログ・メディア産業

ではコンテンツが違えば配信方法や著作権処理の方法も異なるためにコスト構造も異なり、

コンテンツ・ディストリビュータが一個の事業として成り立つことは考えにくいが、デジ

タル化とＩＰ化によってさまざまなコンテンツを共通の方法で処理できるようになり、共

通のコスト構造を持つようになったことで規模の経済性が働きやすくなるために、コンテ

ンツ・ディストリビュータという独立した事業が成り立つようになる。また、コンテンツ

配信や著作権処理に関する技術については、標準化されていないために市場としてはいま

だに不確定要素が多いが、いったん標準が確定してしまえば、その標準を獲得した企業は

市場を独占することが可能になる。しかも、コンテンツ・ディストリビュータの収益は、

直接的にはコンテンツの利用者ではなくコンテンツ・プロバイダから手数料として得るこ

ともできるため、利益の出やすい事業であるということもできる。この事業については、

デジタル・メディア産業特有の事業であるため、次章でさらに詳しく分析したい。 

 

３．新しい産業モデルのインパクト 
 

３．１．アンバンドリングと新ビジネスの創造 

 

 サービス・プロバイダやコンテンツ・ディストリビュータの機能は、アナログ・メディ

ア産業ではファシリティ・プロバイダやコンテンツ・プロバイダが自らの内部業務として

行なっていた。しかし、デジタル・メディア産業ではデジタル化、ＩＰ化、ブロードバン

ド化によってコンテンツとネットワークが分離されるために、それらの機能も個々の企業

の内部業務から分離（アンバンドル）され、独立した事業となる。そして、その事業には

新規参入者が増えることによって技術革新や競争が促され、事業の内容も高度化していく。

そのことは、1980 年代半ば、コンピュータ産業の中心となる商品がメインフレーム（大型

汎用機）からパソコンへと移行した際に生じた構造変化と同様のメカニズムが働くことを

示唆する。すなわち、当時の産業組織が垂直統合的な縦型からオープンな横型へと変化す

るにつれ、それまでは内部化されていたＣＰＵ（中央演算装置）やＯＳ（基本ソフト）が

アンバンドルされて一つの事業として独立し、技術進歩が進むとともに、その分野で標準

を獲得したインテルやマイクロソフトが大きなシェアを獲得した。また、金融サービスの

分野でも、証券化（セキュリタイゼーション）などの技術革新によって機能のアンバンド

リングが進み、投資顧問業などの専門分野に特化した新しい事業が生まれた。そのような

産業と同じように、デジタル・メディア産業ではアンバンドリング現象が顕著に見られる

ことが、アナログ・メディア産業との大きな違いのひとつである。 
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 デジタル・メディア産業においてアンバンドリングによって生まれる新しい事業は、サ

ービス・プロバイダとコンテンツ・ディストリビュータであるが、このうちサービス・プ

ロバイダについては、ＩＳＰやＭＶＮＯといったかたちですでに実際の事業化が行なわれ

ているため、ここではこれから本格的な事業化が始まると考えられるコンテンツ・ディス

トリビュータについて詳しく検討したい。 

 コンテンツ・ディストリビュータとは、前章でも述べたように、コンテンツ・プロバイ

ダによって制作されたデジタル・コンテンツを、著作権保護処理などを行なって配信可能

な状態にし、ＩＰネットワークで実際に配信するビジネスである。コンテンツ・ディスト

リビュータの機能は著作権管理とコンテンツ配信に分けることができるが、これらの内容

をさらに詳しく検討すると、その構造は図表 11のように表現することができる。この図に

示されているように、著作権管理もコンテンツ配信も、サービスを提供する事業と、その

ための道具（ツール）を提供する事業に分けることができる。 

 

デジタル著作権管理 

 デジタル・コンテンツに関する著作権管理は、さまざまなデジタル・コンテンツに著作

権保護処理を行ない、コンテンツ・プロバイダに代わってコンテンツ料金の徴収を行ない、

配信後のコンテンツのトレースを行なう機能からなる。アナログ・メディアでは、たとえ

ば新聞記事の場合は新聞社がこのような機能を担っており、テレビ番組の場合は放送局が

自らのコンテンツについてこのような業務を行なっていた。音楽のように作詞家、作曲家、

実演家、レコード製作者など複数の権利者が存在するコンテンツを放送する場合は、放送
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事業者が日本音楽著作権協会（JASRAC）や日本芸能実演家団体協議会（芸団協）のような

団体に対して許諾を求め、使用料を支払うという仕組みになっている。現状では、デジタ

ル・メディアにおいてもアナログ・メディアと同じように権利者ごとに著作権処理が行な

われるのが一般的だと考えられているようだが、それではデジタル・メディアの特徴を十

分に生かすことができない。すでに述べたように、デジタル化によってコンテンツのイン

タフェースが共通化されるために、ウェブサイトでは文章や音楽、静止画、動画などを自

由に組み合わせて商品を制作することが可能である。しかし、コンテンツの二次使用を行

なうたびに、コンテンツごとに異なる団体に対して許可を求めなければならないとすれば

それだけで煩雑な作業になり、容易にさまざまなコンテンツを組み合わせて新しいコンテ

ンツを制作できるというデジタル・メディアの特長が十分に発揮されなくなってしまう。

したがって、デジタル・メディアにはアナログ・メディアと異なるデジタル技術の特長を

生かせるようなコンテンツ管理の仕組みを作るべきであろう。 

 デジタル・メディアの特性にふさわしい新しい著作権処理の仕組みについては、いくつ

かの取り組みが行なわれている。わが国では、2001年に発表された政府の「e-Japan戦略」

の一部としてネットワーク・コンテンツの充実が政策として掲げられており、具体的に

は、”EduMart”構想、著作権のクリアランスシステムに基づく権利処理の円滑化、コンテン

ツ流通を支える技術の開発と実装、という３つのプログラムが実施されている3。また、ヨ

ーロッパでは、ＥＵが 2001年に著作権のハーモナイゼーションに関する指令（ディレクテ

ィブ）を発行した。この指令では、域内におけるデジタル・コンテンツの著作権保護のた

めに、コピー防止技術の開発や電子的管理情報の保護などについて、2002年 12月までに加

盟国が法準備を完了させるように指示しており、各種の作業が行なわれている4。また、デ

ジタル・コンテンツの国際標準化については、図表 12にあるようにさまざまな団体が標準

化活動を進めており、この中で著作権保護のあり方についても議論が行なわれている。デ

ジタル・メディアにふさわしいコンテンツ管理のあり方は、コンテンツごとに権利団体が

異なるアナログ・メディアの現状を考えると、それとは別の理想的な仕組みを作り上げる

のは容易なことではないが、国際的なハーモナイゼーションも意識しながら、今後も検討

を続けていくべきである。 

 このように、著作権処理を中心としたコンテンツ管理は、デジタル・メディア産業にお

いてはアンバンドルされて独立した事業となる可能性もあるが、実際には「仕組み」を標

準化するための調整には時間が必要であり、一企業がひとつの事業として行なうのは難し

い。一方で、コンテンツ管理のための「ツール」を提供する事業は、「仕組み」とは独立し

た技術の問題としての要素が強く、すぐれた技術を開発し、それが標準を獲得することが

できれば、市場を独占して大きな利益を上げることができる。そのため、この分野ではさ

まざまな企業が技術開発にしのぎを削っており、その主なものをまとめたのが図表 13であ

る。 

                                                   
3 詳細は総務省[2001]を参照のこと 
4 その内容については、たとえば Commission of The European Communities[2002]などを参照のこと 
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 デジタル・コンテンツの著作権保護に関する技術は DRMS（Digital Rights Management 

System）と呼ばれるが、大きく分けると、コンテンツに特定の情報を埋め込んでコンテンツ

を管理する技術と、コンテンツへのアクセスそのものを制限する技術とがある。前者には

コンテンツＩＤや電子透かしがあるが、いずれも著作権保護を行なうためには、配布され

たコンテンツが不正に二次使用されていないかどうかネットワーク上を探索する必要があ

り、そのための技術開発やシステム運営のコストが課題になっている。また、コンテンツ

へのアクセスを管理する技術には、コンテンツを暗号化してパスワードを持っている特定

の利用者にしか利用できないようにしたり、コンテンツのコピーそのものを制限したりす

る技術がある。これらの技術に対しては、暗号やコピー制限の技術は必ず破られる可能性

があること、コピー制限のためには専用のハードウェアが必要なこと、コンテンツの正当

な二次使用が考慮されていないこと、といった課題がある。 

 いずれにせよ、この分野は民間企業の技術開発競争によって発展するものであり、いっ

たん有力な技術を確立すれば全世界共通の市場で大きなシェアを取ることも可能だが、図

表 13を見ればわかるように、主なプレーヤーの多くは米国の企業である。コンピュータ産

業においては、アンバンドリングによって生まれたＣＰＵやＯＳといった新しい市場を独

占したのが米国企業だったが、デジタル・コンテンツ産業においてもその轍を踏まないよ

うに日本企業による技術革新が期待される。また、要素技術の開発とともに、それらの技

術を活用したコンテンツ製作者向けの著作権管理に関する総合的なソリューションの提供

も、デジタル・メディア産業においては重要なビジネスになるであろう。 

 

図表 12 デジタルコンテンツをめぐる国際標準化等の動向 
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コンテンツ配信 

 コンテンツ・ディストリビュータのもうひとつの機能は、ＩＰネットワークでデジタル・

コンテンツを配信するコンテンツ配信であり、特にデータ量の大きい動画コンテンツを配

信する場合に重要な機能になる。図表 11に示したように、この事業もサービス提供者とツ

ール提供者に分けることができる。このうち、サービス提供者は、権利処理済みのコンテ

ンツを集め、コンテンツのマーケティングなどを行なう。コンテンツ・ポータルやコンテ

ンツ・アグリゲータと呼ばれるこの事業は、わが国では、親会社のテレビ局が所有してい

るコンテンツを配信するトレソーラや、NTT ブロードバンドイニシアティブといった企業

がすでに事業を行なっている。一方、サービス提供者にコンテンツ配信の技術やサービス

を提供する企業としては、米国の akamaiや Inktomi、わが国の CDN JAPAN、Jストリーム

などが代表的である。 

図表 13 DRMSを開発している主な企業 

会社名・製品名 特徴 
Adobe（米） 
• Adobe Content Server 
• Acrobat 

文書管理が中心。利用者側のソフトウェア（Acrobat Reader）が広く普
及していることが強み。 

Content Guard（米） 
• XrML SDK Release 2.0 

ゼロックスの子会社にマイクロソフトが出資。核となる技術（XrML）
はゼロックスの PARCが開発。 

Digimarc（米） 
• ImageBridge 
• MarcSpider 他 

電子透かし技術の特許を持つ。静止画が中心。 
MarcSpiderは、追跡機能を持つソフトウェア。 

Digital World Services（米） 
• ADo²RA System 
 

Microsoftや Adobeの技術を取り込んだ総合的なデジタルコンテンツ
管理に関するソリューションを提供。ベルテルスマンの子会社で
Napsterのパートナー。 

IBM（米） 
• Electronic Media 

Management System  

セキュアなコンテンツ開発キット、ストレージ、配信のための webツ
ール、著作権管理のクリアリングシステム、クライアント・ソフトウ
ェア開発キットなど、DRMに必要な機能を総合的に提供。 

iCopyright（米） 
• Instant Clearance Service 

出版社のコンテンツを集中処理。アナログ時代のクリアランスセンタ
ー機能を持つ。 

INTERTRUST（米） 
• Rights|System 

著作権処理技術の最大手。DRMに関して 24の米国特許を所有してお
り、SONYや Universal Music、AOLなどにもライセンス提供している。

liquid audio（米） 
• Liquid Audio DRM 

Solution 

音楽専用で、コンテンツ提供者が消費者にネットで音楽を配信する際
の DRMに関する総合的ソリューションを提供。 

Microsoft（米） 
• Digital Asset Server 
• Windows Media Player 
• Microsoft Reader 

Windows Media Playerなど、Windows関連で利用者用ソフトウェアが
広く普及しており、それに加えてコンテンツ管理用のサーバー・ソフ
トウェアを提供することで、この分野でもシェア獲得を狙う。 

エム研（日） 
• acuaporta 
• clavispac 

acuaporta は電子透かし技術で、国内電子透かしサービスでシェア１
位。clavispacは暗号化によるデジタルコンテンツ配信システム。 

Real Networks（米） 
• Media Commerce Suite 
• XMCL  

動画に関しては、制作－配信－管理－取引－再生とすべてのプロセス
をサポートするツールを提供しており、特に再生用ソフトウェアは広
く普及しているため、マイクロソフトの強力な対抗馬となっている。

Reciprocal（米） 
• Digital Clearing Services 

INTERTRUSTと並ぶ大手企業で、マイクロソフトなどとも提携してい
たが、2001年 11月業務終了 

Sony（日） 
• Open MG X 
• MagicGate 

Open MG Xは、(1)様々な流通経路への対応、(2)音楽・映像など多様
なデジタルコンテンツへの対応、(3)PC以外の、AV機器、携帯機器、
ゲーム機などへの対応、といった条件を満たす。 
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 サービス提供者は直接消費者を顧客とするため、ブランドやコンテンツ調達力が重要な

成功要因となる。このため、既存のテレビ局を親会社に持つトレソーラやポータルサイト

として確固たる地位を確立しているヤフーのように、消費者に名の知れた既存の企業（あ

るいはその関連企業）がコンテンツ配信を行なうのが有利であると考えることができる。

これに対して技術提供企業のサービスは直接消費者の目に触れることはないため、優れた

技術さえあればベンチャー企業にも参入の余地が大きい。しかも、コンテンツ配信技術は

世界共通であり、有力な技術を持つ企業は市場を支配することも不可能ではない。この分

野でも有力なのは高い技術力を持った akamai など米国企業が中心だが、日本企業が米国企

業の技術を導入してコンテンツ配信のサービス事業者にサーバーを提供するなどの形態で

事業を展開することも考えられる。 

 

３．２．企業の事業構造の変化 

 

 アナログ・メディア産業の産業組織はネットワークごとの垂直統合型であり、それに対

してデジタル・メディア産業では機能ごとに水平分離された産業組織が中心になることは、

すでに説明したとおりである。しかし、個々の企業の戦略としては、たとえば規模の経済

性を追求するためにひとつの機能に特化して市場シェアの拡大を目指す戦略もあれば、顧

客に対する差別化のためにすべての機能を自社で行なって統合的なサービスを提供すると

いう戦略も考えられる。それはあくまで個々の企業の戦略的判断に基づくものであって、

産業組織や制度が水平に分離されるからといって、競争上の問題がない限りは既存の垂直

統合型企業の事業が強制的に分離されることはない。ここでは、コスト構造や収入構造、

差別化などの要因を分析することで、企業の戦略としてデジタル・メディア産業において

どのような事業構造を選択することが望ましいのか検討する。 

 考えられる事業の組み合わせは、理論的には、図表 14 にあるように、10 通り存在する。

図表９に示されているとおり、ファシリティ・プロバイダ（FP）とコンテンツ・プロバイ

ダ（CP）の間には直接的な財の取引がないために、この２事業だけを単独企業で行なうこ

との意味はない。４つの事業要素のすべての組み合わせの中から意味のない組み合わせを

図表 14 デジタル・メディア産業における企業類型 
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のぞくと、10通りになる。 

 この 10通りの組み合わせについて、そのコスト構造や差別化要因を比較したのが図表 15
である。図表 15では、コスト構造や差別化といった要因によって、今後のわが国のデジタ
ル・コンテンツ産業において今後発展すると考えられる企業類型とそうでない類型とを区

別しておいた。このうち主要な類型について解説する。 
 
コンテンツ：制作のニッチ化と配信の寡占化 
 まず、コンテンツ・プロバイダとして特化するのが CP単独の企業である。メディア産業
ではコンテンツがもっとも大きな差別化要因となるため、ターゲットをしぼったニッチな

コンテンツであれば、みずから他の機能を持たなくても十分に収益を上げることが可能で

あると考えられる。ただし、現在のテレビ放送など大衆を対象としたアナログ・コンテン

ツは制作費がかさみ、しかも消費者に対するブランドでも差別化できるために、デジタル・

メディア産業においても、みずからコンテンツ・プロバイダとしてアナログ・コンテンツ

のマルチユースを図ると同時に、コンテンツ・ディストリビュータの機能も兼務すること

図表 15 企業類型の比較 

企業類型 収入・コスト構造 差別化・付加価値 その他 
FP 巨額な初期投資が必要で、

規模の経済性が働きやす
く、自然独占になりやすい。

物理的ネットワークだけで
は差別化困難なため、他事
業展開の誘引が大きい。 

垂直統合の誘引が強いが、
競争上の問題あり。 

SP 競争激化で利益が薄く、顧
客管理システム等で規模の
経済性働きやすく、巨大化。

接続サービスだけでは差別
化困難。ブランドが重要。

高付加価値化のために CD
など他の事業との統合の誘
引が強い。 

CD CPから手数料を得る。サー
バー管理などは規模の経済
性が働きやすい。 

コンテンツ調達力さえあれ
ば差別化可能。技術力で差
別化も可。 

現在は著作権管理と配信は
別サービス。長期的には統
合し、寡占化。 

CP ニッチ分野では専門企業が
中心。 

コンテンツそのものが差別
化要因になる。 

マスコンテンツとニッチコ
ンテンツで二極化。 

FP+SP コスト構造は類似のためFP
による SPの統合は自然。 

SP、FP単独よりも差別化は
容易。 

FPとしての優越的地位の濫
用は競争上問題。子会社な
どでの展開。 

CP+CD 特定の CP 専用の囲い込み
型 CD であれば規模の経済
性が生かしにくい。 

地上波TV局のようにCPの
ブランドが強ければ CD と
しては差別化可能。 

アナログ・メディアの企業
がコンテンツをマルチユー
スする場合。 

SP+CD サーバー管理などコスト構
造は類似。消費者への課金
等で規模の経済性が働く。

CDの機能、コンテンツ調達
力で差別化可能。 

現在の SP にとって合理的
な事業展開。 

FP+SP+CD FP,SPとCDでは収入構造が
違うが、コスト構造は類似。

FPのインフラと CDの技術
は親和性が高く、技術力に
よる差別化はしやすい。 

巨大な FP 企業の事業展開
として考えられるが、競争
上の問題あり。 

SP+CD+CP 規模の経済性が働きやすい
SP,CDとCPではコスト構造
が異なる。 

強力なコンテンツ持ってい
れば、差別化は可能。 

SP+CDが事業の中心で、CP
はあくまで二次的なもの。

FP+SP+CD+
CP 

FP,SP,CD と CP のコスト構
造が異なるため、統合のイ
ンセンティブは小。 

差別化、顧客の囲い込みに
は有利。 

実現できるのは強力なブラ
ンドと資金力を持つ一部の
企業だけ。 

（網掛けはこれから発達すると考えられるもの） 
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が考えられる。これが、CP+CDのパターンである。このパターンは、有力なアナログ・メ
ディア企業がコンテンツをデジタル化し、そのコンテンツを囲い込むために専用のコンテ

ンツ・ディストリビュータを兼務するという場合にはあり得るが、特定のコンテンツに専

用のものであれば、コンテンツ・ディストリビュータとしての規模の経済性を生かすこと

ができない。そのため、CP+CDの事業パターンはデジタル・メディア産業では主流にはな
らないだろう。 
 既存のアナログ・コンテンツのプロバイダのように強力なブランドを持つ企業であれば、

そのコンテンツをデジタル化するだけである程度の収入を見込むことができるために、み

ずからコンテンツ・ディストリビュータを兼務しても、コンテンツ配信に必要なコストを

回収することはできるだろう。しかし、コンテンツ・ディストリビュータの業務は、なる

べく多くのコンテンツを集めれば集めるほど、単位あたりのコストを削減することができ

る。したがって、デジタル・メディア産業では、オープンな CD 単独の事業が優位を占め
ると考えられる。 
 現在は、著作権管理とコンテンツ配信は、収益構造やコスト構造は類似しているにもか

かわらず、ともに標準化された仕組みや技術が存在していないために、別企業が行なって

いる場合が多い。しかし、技術や仕組みの標準化が進めば、コンテンツ・ディストリビュ

ータに特化した企業が著作権処理とネットワーク配信を行い、デジタル・メディア産業の

中で重要な位置を占めることになる可能性は大きい。また、収入・コスト構造や差別化要

因を考えると、コンテンツ・ディストリビュータは少数の事業者にシェアが集中する可能

性が高い。そのため、いまだ本格的にコンテンツ配信の市場が立ち上がっていない現状で

は今後 CD の事業が拡大して多数の企業の参入があるだろうが、長期的にはコンテンツ・
ディストリビュータとして特化した少数の専門企業と、以下に述べるようにサービス・プ

ロバイダとコンテンツ・ディストリビュータを兼務した SP+CDのタイプの企業が市場の中
心になると考えられる。 
 
インフラとサービス：統合と分離のバランス 
 つぎに FP+SPの事業体だが、ファシリティ・プロバイダもサービス・プロバイダも、程
度の差こそあれ施設の規模の経済性が働きやすいというコスト構造は類似している。また、

差別化の観点からみても、ネットワークのインフラを単独で運営する場合よりも、ネット

ワークのインフラとサービスを組み合わせた商品を顧客に提供することで差別化が容易に

なるため、資金力のあるファシリティ・プロバイダがサービス・プロバイダを兼務すると

いう下方統合のインセンティブが強い。ただし、ネットワークのインフラを所有するファ

シリティ・プロバイダがその優越的地位を利用して排他的な SP事業を行なうならば、それ
は SP事業への新規参入を阻害することになり、競争の観点からは問題が大きい。したがっ
て、ファシリティ・プロバイダがサービス・プロバイダを兼務する場合は、たとえばサー

ビス・プロバイダの部分は子会社を通じてサービスを提供するなど、FP事業と SP事業を
分離し、ファシリティを他のサービス・プロバイダにも透明な条件で公開するといった条
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件を付けることが必要であろう。 
 ネットワークのファシリティについては、主要なインフラである電話回線を保有してい

るＮＴＴだけでなく、アッカやイーアクセスといったＡＤＳＬ事業者も FP単独の事業を行
なっている。これらの企業は、回線そのものはＮＴＴのものを借りているが、ＮＴＴの局

舎にＡＤＳＬ設備を置いて、複数のＩＳＰに回線を提供している。メールサーバーなどＩ

ＳＰに必要な設備を持たず、代わりに複数のＩＳＰに回線を提供することでＡＤＳＬ設備

に対する投資を回収しており、ＡＤＳＬの急速な普及とともに注目されているが、技術進

歩に対する対応や必要資金の調達といった問題があり、事業モデルとしては決して安定し

ているとはいえない。 
 SP+CDの類型については、単独事業だけでは差別化が困難なサービス・プロバイダの自
然な事業展開として考えることができる。ネットワークの使用パターンが多様な法人を顧

客とした事業であれば、たとえば移動体通信のＭＶＮＯのようにサービス・プロバイダと

しての機能だけで差別化を行なうことも可能だが、消費者を対象としたビジネスでは SP事
業だけで差別化するのは困難である。実際に、この節の最後で詳しく検討するように、現

在のＩＳＰ事業は価格競争が激しくなって利益を上げるのが難しくなっており、各社は差

別化のための事業展開を図っている。その中で、コスト構造から考えてもっとも合理的な

のは、サービス・プロバイダとしての事業にコンテンツ・ディストリビュータとしての事

業を追加することである。サービス・プロバイダもコンテンツ・ディストリビュータもサ

ーバー管理が重要な業務になるが、顧客が多いほど効率的な管理が可能になる。また、サ

ービス・プロバイダは顧客からもっとも近い距離にサーバーを持っているのであるから、

データ量の多いコンテンツ配信の際にも各種の技術を利用して顧客に安定した配信を行な

うことができる。さらに、ネットワーク利用料にコンテンツ利用料を上乗せして顧客に料

金を請求することも容易に可能で、収入構造からみても SP事業と CD事業を兼務すること
のメリットは大きい。コンテンツ・プロバイダからみても、サービス・プロバイダの会員

に対してコンテンツのマーケティングを行なうことが可能であるし、料金の徴収も容易で

あるために、サービス・プロバイダを兼務したコンテンツ・ディストリビュータをコンテ

ンツの販売チャネルとして活用しようという強いインセンティブが働く。したがって、会

員を多く抱える有力なサービス・プロバイダは、今後、著作権管理、コンテンツ配信とい

ったコンテンツ・ディストリビュータとしても事業展開を図ることになるだろう。 
 このように、インフラとサービスについては、企業の行動から考えれば統合のインセン

ティブが働くが、競争緩和の視点からは事業の分離が望ましい。したがって、企業の事業

展開としては、統合と分離のバランスをとりながら、それぞれの機能を社内で排他的に利

用するのではなく、他の企業にもオープンなかたちで一種のプラットフォームとして展開

していくことが主流になるであろう。 
 
排他的かつ完全統合型企業の可能性 
 最後に、FP+SP+CD という事業の組み合わせだが、これは、FP+SP の延長であると考
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えることができる。つまり、有力なファシリティ・プロバイダにとって、新しい事業の展

開を図るとすれば、サービス・プロバイダの次にコンテンツ・ディストリビュータとして

の事業へと進出するのが自然であろう。SPと CDの組み合わせがコスト構造や収入構造の
点から優位性を持っていることは上述したとおりだが、コンテンツ配信の技術は物理的な

ネットワークの状態にも大きく依存するから、FPと CDを兼務することにも意味がある。 
 ＮＴＴグループは、ＮＴＴ東西というネットワーク管理会社の他に、ＮＴＴコミュニケ

ーションズのＯＣＮやＮＴＴ東日本の関連会社ぷららネットワークスなどを通じてサービ

ス・プロバイダとしての事業を行なっているし、ＮＴＴブロードバンド・イニシアティブ

を通じて CD 事業にも進出しているが、これは企業グループの行動としては合理的な事業
展開であると言える。また、2002年 7月には、東京電力系の通信会社ＴＴＮｅｔとパワー
ドコムと、ＩＳＰ最大手のＩＩＪ（インターネット・イニシアティブ）とその関連会社ク

ロスウェーブ・コミュニケーションズとが経営統合を行なうことを発表した5。これは、光

ファイバーを持つファシリティ・プロバイダである東電系の通信会社と、有力なサービス・

プロバイダでありコンテンツ・ディストリビュータでもあるＩＩＪが統合することで

FP+SP+CDの事業を行ない、ＮＴＴグループに対抗しようという動きであると考えること
ができる。もちろん、FP+SPの場合と同じようにこの事業パターンも個々の事業の関係が
排他的になってしまうと競争上の問題があるため、FPと SP、CDの関係はあくまでオープ
ンなものにしなければならない。この点については、インターネットに接続可能なモバイ

ル通信であるＮＴＴドコモの「ｉモード」が成功しているのも、FPと SPと CDを兼務す
ることで強力な差別化が可能になったからであると言える。しかし、ｉモードにおけるFP、
SP、CD の組み合わせは排他的であるため、それぞれの事業をオープンにし、他のサービ
ス・プロバイダも参入できる方向で検討されている。 
 FP+SP+CDに CPを組み合わせた FP+SP+CD+CPという完全統合型の企業形態につい
ては、アナログ・メディア産業と異なり、デジタル・メディア産業では主流にはならない

と考えられる。というのは、規模の経済性が働きやすい FP、SP、CDの事業に対して、CP
は明らかにコスト構造が異なっており、両者を統合することに大きなメリットはないから

である。現実には、ＮＴＴグループはグループ内で goo などのポータル・サイトを運営し
ており、その意味ではコンテンツ・プロバイダも兼務していると言うことができるかもし

れない。しかし、ＮＴＴグループにとってコンテンツ制作事業が他の事業と同じくらい大

きな意味を持つことはないであろう。一方、ヤフーは逆に、ポータルサイトの運営という

コンテンツ・プロバイダから出発し、Yahoo!BBというＡＤＳＬ事業に乗り出し、アッカや
イーアクセスと同じように自らＮＴＴ局舎にＡＤＳＬ設備を設置するファシリティ・プロ

バイダとしての事業だけでなく、電子メールサービスなどを提供するサービス・プロバイ

ダも兼務している。さらには、会員向けに動画コンテンツなどを配信するポータルサイト

を作ってコンテンツ・ディストリビュータとしての事業も行なっており、FP+SP+CD+CP

                                                   
5 詳細については日本経済新聞 2002年 7月 18日記事などを参照のこと 
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の機能を会員にフルセットで提供しているということができるだろう。このような排他的

かつ完全統合型の事業は、顧客に対して一貫したサービスを提供し、差別化を行なうため

には効果的である。また、事業を統合することで社内におけるコスト削減の余地が増え、

不採算事業のキャッシュフローを他の事業で補うこともできるために、低価格でサービス

を提供することも不可能ではない。しかし、このような事業展開が現実に可能なのは、わ

が国でもっともアクセスが多いポータルサイトを運営することで消費者に対するブランド

の認知度が高く、しかもソフトバンクグループの資金力を背景に持つヤフーだからこその

ことで、その他の企業にとっては、巨額の投資が必要なネットワーク・インフラを自社で

囲い込み、その他の事業に対する収入で回収しようとするのは不可能だと言わざるを得な

い。また、このような排他的かつ統合型企業が水平分離型の企業と競争している場合は問

題ないとしても、統合型企業の市場シェアが高くなれば、消費者の選択肢が減少すること

になり、競争促進の観点からも問題が生じると考えられる。 
 

ＩＳＰ事業の現状と展望 

 デジタル・メディア産業における事業形態に関して、今後有力になると考えられる形態

について上述したが、ここで、現実のＩＳＰ（インターネット・サービス・プロバイダ）

の事業構造を分析してみたい。 

 図表 16 は、加入者数上位 100 社のＩＳＰの全加入者数に対する、上位 10 社の加入者数

の比率の推移を示している6。上位企業のシェアは、1996 年から 2000 年までは一貫して減

少している。サービス・プロバイダの事業は、インフラに対する莫大な投資が必要なファ

シリティ・プロバイダに比べれば初期投資額が少ないために、資金的に余裕のない企業で

も比較的容易に参入することができる。また、ＣＡＴＶ局や電力会社のように、電話線と

は異なるネットワーク・インフラを持つ企業が、技術革新によってインターネット関連の

SP 事業に参入できるようになったために、FP+SPの事業構造を持つ企業も増えており、そ

                                                   

6 この比率を厳密に定義すれば、 ∑∑
==
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it SS （ itS は t時点における会員数で降順に整列した上位ｉ

番目の企業の会員数）となる。ＩＳＰは数多く存在し、すべての企業の会員数を把握することは難しい

ため、市場全体における上位企業のシェアを示す累積集中度を正確に計算することは困難だが、考え方

としてはこの比率は累積集中度に近いものであると言うことができる。なお、会員数上位 100社のＩＳ
Ｐの特定およびその会員数については、財団法人ニューメディア開発協会の「インターネット人口調査」

の結果を利用している。この調査は個別ＩＳＰへのアンケートやヒアリングによってデータを収集した

ものであり、すべてのＩＳＰを網羅しているものではないが、有力なＩＳＰのデータは含まれている。 

図表 16．ＩＳＰ業界における上位 10社の加入者シェアの推移 
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の意味でも SP事業へ参入する企業は多く、この期間における上位企業のシェア低下につな

がったと考えることができる。 

 一方で、図表 16 からは 2001 年以降は、それまでとは逆に、上位企業のシェアが上昇す

る傾向にあることがわかる。その理由としては、第一に上位企業が下位の企業を合併する

ことで上位企業のシェア低下傾向に歯止めがかかったこと、第二に上位企業と下位企業の

間でサービス内容などに格差が生じるようになって相対的に上位企業の会員数が増加傾向

にあることが考えられる。このうち、合併について、2000 年以降ＩＳＰの提携や合併に関

する主なニュースをまとめたのが図表 17である。この中では、2001年 6月のソフトバンク

による東京めたりっく通信の買収、同年 9 月のソニーコミュニケーションネットワークに

よる Just Netの買収が、上位企業による下位企業の事例である。また、この表からは、企業

の買収や合併まではいかなくても、規模の追求によるコスト削減、提携によるオンライン・

ショッピングなど新事業の開発、ＩＰ電話などに関する提携による利用者サービスの向上

といった理由で、近年になってＩＳＰ同士の提携が進んでいることがわかる。2002年 11月

のＮＴＴコミュニケーションズなど３社のＩＰ電話に関する提携では、３社の会員相互の

通話を無料にすることも検討されており、利用者にとっては会員数の多いＩＳＰの会員で

あるほど無料で通話できる対象が増えることになる。この例からもわかるようにＩＳＰの

事業はネットワーク外部性が働きやすい面があるため、会員数の多い企業のほうが優位で

図表 17．ＩＳＰ同士の提携などに関する主なニュース 
年月 内容 

2000/4 米国の通信事業者プライマス・テレコミュニケーションズ・グループが日本の草分け的 ISP

のひとつであるベッコアメ・インターネットの株式の 37.3％を取得。  

2001/3 英国の通信会社ケーブル＆ワイヤレスが、日本の大手 ISP であるインターネット・イニシア

ティブ（IIJ）買収を検討するが、株主の反対にあい、その後断念。 

2001/6 DSL 接続会社東京めたりっく通信が Yahoo!BB を運営するソフトバンクグループに買収さ

れる。その後、2002年 7月にめたりっく通信のDSL接続サービスはYahooBB!に統合され

た。 

2001/9 So-net を運営するソニーコミュニケーションネットワーク（SCN）が、JustNet を運営するジャ

ストシステムの子会社を買収。 

2001/12 hi-ho（松下電器）と DTI（三菱電機系）が、インフラ共有や CDN の相互活用などで提携。

2001/12 ＳＣＮの親会社であるソニーがニフティ買収を検討しているとの報道 

（両社は事実を認めず、その後ソニーが断念したと報じられた） 

2002/3 hi-ho（松下電器産業）、DTI（三菱電機系）、SANNET（三洋電機ソフトウエア）、infoPepper

（東芝情報システム）の電機系 ISP がネット家電の開発などのために提携。 

2002/6 KDDI(DION)、日本テレコム(ODN)、NEC(BIGLOBE)、松下(hi-ho)がコンテンツサービス

やマーケティングサービスの共同展開、コミュニケーションサービスの普及促進などを目

的として「メガコンソーシアム」を設立。 

2002/11 無料ＩＳＰライブドアが民事再生法を申請し、オンザエッジに買収される 

2002/11 ＮＴＴコミュニケーションズ(OCN)、ＳＣＮ(So-net)、ニフティ(@Nifty)がＩＰ電話で共同実験な

どを行なうために連携。 

2002/11 BIGLOBE と hi-ho がニフティなど３社のＩＰ電話に関する共同実験に参加を表明。 

記事の出所：日本経済新聞社（日経テレコン 21） 
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あるということもできる。その意味でも、今後も買収や合併、提携といった業界の再編が

さらに進むと考えられる。 

 ＩＳＰの主なサービスであるインターネット接続サービスは価格競争が激しくなって差

別化が困難になっているため、大手ＩＳＰは、ショッピングモールの運営、コンテンツ・

プロバイダーとの提携による各種コンテンツの提供、世界各地のＩＳＰとの提携によるロ

ーミングサービスの提供、ソフト開発会社と提携したウィルスチェックサービスの提供な

ど、他業種の企業や外国のＩＳＰとの提携を盛んに行なうことによって会員に付加価値を

提供することで、新たな収益源を獲得しようとしている。しかし、新規事業への進出には

資金や技術力が必要であり、他企業との提携には会員数を多数抱えていることや強いブラ

ンドを持っていることが求められる。中小のＩＳＰにはそのような資金やブランドはない

ために、サービスの内容に関して上位ＩＳＰと下位ＩＳＰの格差が開いてきている。その

ことも、2001年以降上位ＩＳＰのシェアが上昇に転じている要因であると考えられる。 

 図表 15では、SP 単独の事業は今後は困難になり、FP+SP または SP+CD、FP+SP+CD と

いう事業の組み合わせが主流になるであろうという見通しを示した。上述したように、現

実にも上位ＩＳＰはコンテンツ配信などの付加価値サービスの提供をはじめており、下位

のＩＳＰは上位企業に買収されるか、撤退を余儀なくされているところも少なくない。SP

事業単独で生き残っていくためには、たとえば、他ＩＳＰへのインフラ提供や特定の地方

に閉じた地方密着型のサービスなど、ニッチな市場における差別化戦略が不可欠である。

@Niftyや BIGLOBEなどの大手ＩＳＰは、SP+CDの事業展開を行ない、無線を含めた複数

のファシリティに対応することで生き残っていくだろう。また、OCNや ODN、DION、CATV

会社、電力会社系ＩＳＰなどは、グループ内で FP+SPまたは FP+SP+CDの事業を展開して

いくことになると考えられる。 

 

４．含意と課題 
 

４．１．他産業への含意と課題 

 本稿の第２章第２節では、デジタル化、ＩＰ化、ブロードバンド化といった技術進歩が

メディア産業の構造に与える影響を整理するために、財のインタフェースと取引のインタ

フェースの変化に注目した。このうち、財のインタフェースについては、金融サービス業

のように情報財を商品とする産業の場合は、メディア産業と同じように技術進歩によって

標準化すると言えるが、自動車やコンピュータといった物財の場合にはメディア産業と同

じことは言えない。しかし、組み立て型製造業を中心とした物財を扱う産業の場合は、部

品を標準化して事後のコミュニケーションを極力少なくするという「モジュール化」とい

う概念をキーワードとして産業組織や企業の戦略を議論する方法が提唱されている。また、

取引のインタフェースについては、程度の差はあるものの、どの産業においても標準化が

進んでいると考えることができる。 

 このように、それぞれの産業における付加価値活動のインタフェースや、財そのものの
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インタフェース、取引情報のインタフェースなど、機能と機能の連鎖とインタフェースを

主要な分析フレームワークとして、デジタル化などの技術進歩が産業組織や企業の戦略に

与える影響を、産業横断的に分析することが可能になるかもしれない。 
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